令和元年度工賃（賃金）実績報告記入要領
１　調査内容
（1） 対象事業
就労継続支援Ａ型
（2） 対象期間
令和元年度（平成３１年４月から令和２年３月）
ただし、年度途中に事業を開始した場合は、開始月から令和２年３月まで
（3） 報告事項
令和元年度工賃（賃金）実績報告 …（様式１）
２　工賃（賃金）実績報告の記入にあたって
（１） 法人番号欄については、国税庁発出の法人番号指定通知書に記載された１３ケタの番号を記載すること。(法人番号が分からない場合は、国税庁の法人番号公表サイト（https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/）で検索可能。）
（２） 定員欄については、令和２年３月３１日現在の定員を記入すること。
（３） 月額欄の①または⑦の工賃（賃金）支払対象者延人数については、各月の工賃（賃金）支払対象者数（頭数）の１２か月分の合計を記入すること。
(例）工賃(賃金)支払対象者が、４月４５人、５月５０人、…３月５０人の場合
　４５＋５０＋…＋５０と計算すること。
（４）時間額の③または⑨の工賃（賃金）支払対象延時間数については、工賃（賃金）支払対象者の年間労働時間数の合計を記入すること。
（例）年間労働時間数の集計方法
	区分
	4月1日
	4月2日
	…
	3月30日
	3月31日
	計

	Ａさん
	６
	６
	…
	６
	０
	１，２００

	Ｂさん
	６
	６
	…
	４
	６
	１，０１１

	Ｃさん
	４
	６
	…
	４
	６
	８１５

	…
	…
	…
	…
	…
	…
	…

	計
	１１４
	９８
	…
	１２０
	１１１
	１８，８７６


（５） 月額と時間額の年間工賃(賃金)支払総額には同じ数字が入ることとなる（②＝④または⑧＝⑩となる）
（６） 月途中からの利用開始者及び月途中での利用終了者にかかる当該月の工賃（賃金）及び利用日数は、算定から除外することができる。
（７)　工賃（賃金）とは、工賃、賃金、給与（有給含む）、手当、賞与その他名称を問わず、事業者が利用者に支払うすべてのものをいう。
（８） ⑤または⑪の就労支援事業収入額については、令和元年度の就労支援事業収入額の総額を、⑥または⑫の就労支援事業支出額については、令和元年度の就労支援事業支出（利用者に支払う工賃（賃金）総額を除く）の総額をそれぞれ記載すること。
（９） 多機能型事業所は、就労継続支援Ａ型のみ記入すること。（今回の調査対象外となる就労継続支援Ｂ型、生活介護、自立訓練等の実績については記入しないこと。）
（10)  従たる事業所は、主たる事業所と分けて回答すること。なお、事業所名が主たる事業所と同一の場合は、「＜事業所名＞（従）」のように記入すること。
（11） 目標工賃（賃金）について、設定している目標額を年度ごとに記入すること。なお、設定していない年度については、「―」と記入すること。
（12） 農福連携の実施状況欄には、令和元年度において、農福連携に係る生産活動及びを実施していれば、○印を記載すること。また、収入の割合(％)欄は、全体の就労支援事業収入のうち、農福連携に係る就労支援事業収入の割合(％)を記載すること。
（例）生産活動収入全体　２００，０００，０００円
農福連携収入　　　　　６，０００，０００円　の場合

　　⇒農福連携収入÷生産活動収入全体＝０．０３(＝３％)
（13） 在宅利用の実施状況欄には、令和２年３月３１日時点の運営規程において在宅で実施する訓練及び支援内容が明記されていれば、○印を記載すること。また、利用者の割合(％)欄は、令和２年３月の実利用者数に占める、常時（利用日数のうち概ね６割程度以上）在宅で実施する訓練及び支援を受けている実利用者数の割合(％)を記載すること。
（例）総実利用者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０名
常時在宅で実施する訓練及び支援を受けている実利用者数　　６名　の場合

　　⇒常時在宅で実施する訓練及び支援を受けている実利用者数÷総実利用者数
＝０．１２(＝１２％)
